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令和元年度のヒアリへの対応状況の概要 

 
 
これまでの発見事例 

○平成 29 年 6 月以降、15 都道府県 48 事例で確認（令和 2 年 1 月末時点。令和

元年度は 10 事例：詳細は資料 1-2） 
○東京港青海ふ頭で多数の女王アリを確認（詳細は資料 2-1） 
○発見事例 48 件を分類すると、以下のパターンに分けられる。＊重複含む 
 ①積荷（パッケージ外側）に付着：12 例 
 ②コンテナ内部に付着：21 例 
 ③コンテナ外面に付着：2 例 
 ④コンテナ本体ではなくコンテナヤード等の地面で確認：22 例 
 ⑤その他：2 例 
○ヒアリ確認コンテナの出港地等 
 48 事例のうち、出港地が明らかになった 30 事例中 28 事例が中国を出港また

は経由したコンテナに由来（その他 2 事例は、アメリカ・ダラス空港発の航空便

とフランス発シンガポール経由の船便） 
 
１．港湾等における水際対策 

（１）全国 65 港湾における調査 

○国土交通省等の協力により、夏季調査（6～9月）と秋季調査（9～11 月）、54

港湾での追加調査（11～12 月）を実施 

○東京港品川ふ頭（7月）、東京港青海ふ頭（9月）、四日市港（11 月）でヒアリ

を確認 

○その他、伏木富山港（9 月）、清水港（9 月）、横浜港（10 月）、東京港品川ふ

頭（10 月）でアカカミアリを確認 

＊詳細は参考資料 1、2参照 

 

（２）ヒアリ確認地点周辺 2km を目安とした緊急調査 

○確認地点のうち、拡散の可能性がある場合に実施（フォローアップ調査や港湾

管理者等による独自調査等、同時期に既存調査が実施される場合を除く） 
○10 事例中 8 事例について調査を実施し、うち 2 事例で追加確認（いずれも東

京港青海ふ頭） 
 
（３）過年度確認地点におけるフォローアップ調査 

○地方ブロック単位で過年度確認地点における調査を実施（原則年 2 回） 
○21 事例について調査を実施し、新たなヒアリの確認はなし 
 

資料１－１ 



２．自治体や事業者の取組促進 

○引き続き、『ヒアリ同定マニュアル Ver.2.0』及び『ヒアリの防除に関する基

本的考え方 Ver.2.0』に基づき、ヒアリ確認時は自治体等との情報共有、連携

に基づき防除や調査を実施 
○コンテナの輸入等に関わる事業者団体に対し、関係省庁を通じて協力依頼文

書を発出（令和元年 5 月。6 月、10 月にも再度周知） 
＊周知内容については参考資料 3 
 
３．国際連携：中国との協議の実施状況 

○第 6 回日中韓生物多様性政策対話（4 月） 
 ・ヒアリを含む侵略的外来種に関する詳細にわたる情報交換及び協力の必要

性を確認 
○第 21 回日中韓三カ国環境大臣会合（11 月） 
 ・ヒアリを含む侵略的外来種対策について日本から取り上げるとともに中韓

と意見交換を実施 
 ・日中大臣バイ会談では、ヒアリが引き続き検疫の強化などの対策の徹底を申

し入れ、中国側からは双方の協力の強化により解決可能との発言 
○中国由来でのヒアリ確認時には中国当局へ確認状況を通報（3 回） 
 
４．国民に向けた情報発信 

（１）ヒアリ相談ダイヤルの運用 

○4 月～6 月、10 月：火・木を除く週 5 日、7～9 月：毎日 
○10 月 21 日からは毎日開設 
＊対応件数や受電実績等は資料 1-3参照 
○ヒアリ 1 事例（11 月、個人宅での発見）、アカカミアリ 2 事例（9 月・10 月、

個人宅での発見）を確認 
＊それ以前にヒアリ相談ダイヤルを通してヒアリの確認に至ったのは、事業者

から連絡があった 1 事例（平成 29 年度）のみ 
 
（２）普及啓発媒体の作成・配布 

○改訂版の『ストップ・ザ・ヒアリ』、その他普及啓発グッズを配布 
○子供用普及啓発チラシについて、文部科学省、厚生労働省、内閣府等の協力に

より、夏休み前に小学校、幼稚園、保育園等に電子データを配布 
 



２０１７年 計26事例

国内でのヒアリ確認状況

番号 確認地点 発表日 確認状況 個体数 女王等の有無 出港地

1 兵庫県尼崎市 6/9 事業所敷地内：コンテナ内 500以上 女王2 中国・南沙港

2 兵庫県神戸市（ポートアイランド） 6/18 コンテナヤード：地面の舗装の割れ目 100以上 ー －

3 愛知県弥富市（名古屋港） 6/30 コンテナヤード：コンテナの外壁 7 ー 中国・南沙港

4 大阪府大阪市（大阪南港） 7/3 コンテナヤード：地面の舗装の割れ目 50 女王1 －

5 東京都品川区（東京港） 7/6 空コンテナヤード：コンテナ内 200以上 幼虫、サナギ、卵 中国・三山港

6 愛知県飛島村（名古屋港）・愛知県春日井市 7/10 コンテナヤード：コンテナ内・事業者敷地内 約17 ー 中国・南沙港

7 神奈川県横浜市（横浜港） 7/14 コンテナヤード：地面の舗装の割れ目 700以上 幼虫、サナギ －

8 福岡県福岡市（博多港） 7/21 コンテナヤード：地面の舗装面の割れ目、コンテナ内 約300 ー 中国・南沙港

9 大分県中津市 7/24 事業者敷地内：コンテナ内 約20 ー 中国・高欄港

10 福岡県福岡市博多区 7/27 事業者敷地内：コンテナ内 約30 サナギ 中国・蛇口港

11 愛知県弥富市（名古屋港） 8/4 空コンテナヤード：コンテナ内 約100 ー 中国・廈門港

12 岡山県倉敷市（水島港） 8/9 空コンテナヤード：地面の舗装面上 200以上 女王1 ー

13 埼玉県狭山市 8/16 事業者敷地内：荷物 1 女王 中国・黄埔港

14 広島県広島市（広島港） 8/24 コンテナヤード：トラップ、その周辺の地面の舗装面上 131 ー ー

15 静岡県静岡市（清水港） 8/27 コンテナヤード：トラップ、その周辺の地面の舗装の継ぎ目 600以上 女王2、幼虫、サナギ、卵 －

16 愛知県名古屋市（名古屋港） 9/1 事業者敷地内：コンテナ内 約1000 女王1 中国・天津港

17 神奈川県横浜市（横浜港） 9/5 空コンテナヤード：コンテナ内 約60 ー ジブチ共和国・ジブチ港（中国・寧波港経由）

18 福岡県北九州市（北九州港） 9/15 コンテナヤード：トラップ 7 幼虫、サナギ ー

19 岡山県笠岡市 9/18 事業者敷地内：荷物 1 女王1 中国・廈門港

20 愛知県弥富市（名古屋港） 10/2 コンテナヤード：緑地 2 ー ー

21 神奈川県横浜市（横浜港） 10/5 コンテナヤード：トラップ 2 ー ー

22 京都府向日市 10/14 事業者敷地内：コンテナ内 約2000 女王2、サナギ、卵 中国・海口港

23 静岡県浜松市・愛知県弥富市 11/6 事業者敷地内：積荷・バンプール：空コンテナ内 約200 ー 中国・中山港

24 広島県広島市（広島港）・広島県呉市 11/9 事業者敷地内：積荷・コンテナターミナル：空コンテナ内 73 ー 中国・中山港

25 広島県呉市 11/22 事業者敷地内：積荷 1 ー 中国・中山港

26 広島県広島市（広島港）・広島県呉市 11/22 コンテナターミナル：空コンテナ内・事業者敷地内：積荷 7 ー 中国・中山港

資料１－２



２０１８年 計12事例

２０１９年 12月までに計10事例

番号 確認地点 発表日 確認状況 個体数 女王等の有無 出港地

27 大阪府八尾市 5/10 個人が購入した工業製品の梱包内 1 女王 中国・香港

28 大阪府大阪市（大阪南港） 6/15 コンテナヤード：コンテナ内 約30 ー 中国・廈門港

29 大阪府岸和田市／大阪市（大阪南港） 6/16 事業者敷地内：コンテナ内及び積荷／コンテナヤード：コンテナ内
約100

／2,000以上
女王、サナギ 中国・蛇口港

30 愛知県飛島村（名古屋港） 7/5 事業者敷地内：コンテナ内及び積荷周辺 約20 ー 中国・廈門港

31 愛知県瀬戸市 7/20 事業者敷地内：コンテナ内 約350 女王、サナギ 中国・黄埔港

32 千葉県成田市（成田空港） 7/31 空港内貨物上屋：積荷 約160 ー アメリカ・ダラス空港

33 広島県広島市（広島港） 8/13 コンテナヤード：地面 約100 ー ー

34 静岡県静岡市（清水港） 8/20 コンテナヤード：トラップ 2 ー ー

35  愛知県小牧市/弥富市（名古屋港鍋田ふ頭） 8/23
事業者敷地内：コンテナ内

/コンテナヤード：コンテナ内及び周辺
約70 ー 中国・南沙港

36 北海道苫小牧市（苫小牧港） 8/23
コンテナヤード：トラップ

※夏季港湾調査での確認
2 ー ー

37 大阪府大阪市（大阪南港） 8/29 コンテナヤード：コンテナ外部上面 約20 ー 中国・蛇口港

38  愛知県愛西市/飛島村（飛島ふ頭） 2/18
事業者敷地内：積荷周辺

/コンテナヤード：コンテナ内
約30 ー フランス・フォス・シュル・メール港

番号 確認地点 発表日 確認状況 個体数 女王等の有無 出港地

39 東京都江東区（東京港青海ふ頭） 6/18 コンテナヤード：地面 数十 ー ー

40 大阪府泉佐野市 7/5 事業者敷地内：コンテナ内 数百 女王10、サナギ  イタリア・トリエステ港発（中国・蛇口港経由）

41 神奈川県横浜市（横浜港山下ふ頭） 7/18 事業者敷地内：コンテナ内 1200以上 サナギ、卵 中国・廈門港

42 東京都品川区（東京港品川ふ頭） 7/19 コンテナヤード外側：地面 100以上 幼虫 ー

千葉県船橋市 9/10 事業者敷地内：コンテナ内 3 ー 台湾・高雄港

神奈川県横浜市（横浜港本牧ふ頭） 9/11 コンテナヤード：地面 約100 幼虫 ー

44 東京都江東区（東京港青海ふ頭） 9/12 コンテナヤード：地面 約500 女王1、幼虫、サナギ、卵 ー

東京都江東区（青海ふ頭） 10/10 コンテナヤード：地面 約300 女王20、幼虫 ー

東京都江東区（青海ふ頭) 10/21 コンテナヤード：地面 約450 女王35 ー

46 三重県四日市（四日市港） 11/25 コンテナヤード：地面 約20 ー ー

47 東京都江東区（青海ふ頭） 11/29 コンテナヤード：地面 500以上 幼虫、サナギ ー

48 東京都府中市 12/5 一般住宅：郵便物内 2 ー  中国・深圳港（香港港経由）

43
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1 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

ヒアリ相談ダイヤル対応状況

• 受電件数は、前年度と比較すると、9月までは減少傾向であったが、10月と11月は急増している。ヒアリの発見が要因と思われる。
• 10月は、開設当初の2017年9月に次いで受電が多くなった。
• 10月～12月の受電件数は、いずれも今年度が最も多かった。

月別の受電状況の推移

（注）放棄は、オペレーターが通話を開始する前に、問い合わせ者が電話を切ったもの。
切断は、オペレーターが通話中で、通話中アナウンスが流れている間に、問合せ者から電話を切ったもの。

資料１－３



2 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

チャットボットの月別アクセス状況

• 10月にアクセス数が急増した。青海ふ頭におけるヒアリの確認についての報道発表の影響が大きかった。

月別のアクセス状況（7月1日～12月31日）



3 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

コールセンターの月別問合せ内容

• いずれの月も「同定依頼」が最も多い。
• 平均同定件数は、4月が0件／日、5月が1件／日、6月が1件／日、7月が2件／日、8月が2件／日、9月が3件／日、10月が3件／日、

11月が2件／日、12月が1件／日であった。
• 「同定依頼」について前年度と比較すると、10月以後は増加し、特に10月と11月は前年を大きく上回った。

4月～12月の問合せ内容



4 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

コールセンターの月別の問合せ者区分

• いずれの月も「個人」が最も多い。前年度と比較すると、10月以後に増加し、特に10月と11月は前年を大きく上回った。
• 次いで多いのが「民間企業」であるが、4月と11月は「自治体」が「民間企業」を上回った。
• 「その他」は、NPO法人や地方公営企業である。

4月～12月の問合せ者区分



5 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

月別の写真・サンプルの受領状況

• いずれの月も「写真」による同定依頼が最も多い。
• 2019年7月からチャットボットによる同定依頼が追加され、10月に最も多くなった。
• 電話による同定依頼を前年度と比較すると、10月以後に増加し、特に10月と11月は、前年を大きく上回った。

4月～12月の写真・サンプルの受領状況



6 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

月別の簡易同定結果

• 11月に「ヒアリ」が1件、9月と10月にいずれも「アカカミアリ」が1件見つかった。全てチャットボットによる同定依頼であった。
• 11月を除く月で「ヒメアリ属」が見られるが、輸入品などの荷物に混入することが多いのが要因と考えられる。
• 5月以後は毎月「オオアリ属」が見られる。大型のため目に付きやすいのが要因と思われる。
• 6月以後は「クモ」が目立つが、9月に「キイロシリアゲアリ」の発見が集中した。

4月～12月の簡易同定結果



確認地点 発見（発表） 確認状況 確認ワーカー／女王等

① 大井ふ頭 2017年7月3日
（7月6日）

空コンテナヤード：コンテナ
内

200以上
／幼虫、蛹、卵

② 青海ふ頭 2019年6月14日
（6月18日）

コンテナヤード：藁状の物体
に付着

数十

③ 品川ふ頭 2019年7月17日
（7月19日）

コンテナヤード外縁：地面に
営巣
＊環境省港湾調査（夏季）

100以上
／幼虫数個体

④ 青海ふ頭 2019年9月10日
（9月12日）

コンテナヤード：地面に営巣
＊環境省港湾調査（秋季）

約500
／有翅女王１、幼虫、蛹、卵

⑤ 青海ふ頭 2019年10月7日・9日
（10月10日）

コンテナヤード：地面に営巣
＊④を受けた周辺調査

約300
／有翅女王20、幼虫

2019年10月10日
～18日

（10月21日）

上記で確認された巣の防除作
業の一環

10日に約300
／有翅女王20（死骸含む）、
有翅オス１
11日に約50
／有翅女王15（死骸含む）、
有翅オス１
17日～18日に約100

⑥ 青海ふ頭 2019年11月28日
（11月29日）

コンテナヤード：地面に営巣
＊⑤を受けた周辺調査

約500
／幼虫、蛹

東京港におけるヒアリ確認状況

3

資料１－４





 

青海ふ頭におけるヒアリ確認に係る対応状況 
 
１．青海ふ頭における防除の実施 

 青海ふ頭全コンテナヤード（第 0～第 4バース内）⑧ 

時期：11 月～3 月、各月 2 回ずつ 
内容：11 月 10 日より、全コンテナヤードにベイト剤（殺虫エサ）を 5～10

ｍ間隔で散布。3 月に効果確認のため目視調査を実施予定。 
２．青海ふ頭周辺調査の実施 

 ヒアリの巣が確認された場所（第 4バース内）⑧ 

時期：10 月最終週から 11 月最終週まで週 1 回、計 4 回 
 

 青海ふ頭コンテナヤード周辺地域（２kmにとらわれず実施） 

時期：10 月 30 日～11 月 28 日実施 
① お台場ライナーふ頭及び隣接倉庫群 

② 有明 10 号地ふ頭（フェリーふ頭） 

③ 港区関係（区立公園、子供・高齢者の利用施設） 

④ 民間施設（商業施設、住宅地） 

⑤ 東京都関係（都立公園等）追加箇所 

実施済（都立公園緑地／東京都環境局、バンプール（空コンテナ置き場）／

東京都港湾局）箇所の補填 

⑥ 品川ふ頭北部 

⑦ 中央防波堤周辺 

⑧ 青海ふ頭 

 0～2号バース 

 3 号バース 

 4 号バース 

⑨ 品川ふ頭 

⑩ 大井ふ頭 

⑪ 大井ふ頭周辺 

⑫ 中央防波堤 

番号は地図に対応 
 全国港湾追加調査 

時期：11 月 12 日～12 月 8 日実施 
対象：春・秋に定期調査を行っている 65 港湾のうち 54 港湾（コンテナヤー

ドを含め、既に調査が十分に実施されている港湾は除外。） 

資料１－５ 
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３．関係事業者や周辺住民等への周知 

 青海ふ頭コンテナヤードの利用事業者への周知 

時期：11月上旬～12 月実施 

対象：青海ふ頭を利用している海運事業者や関連するコンテナを取り扱っ

た可能性のある運送事業者、運送先の倉庫事業者、荷主等 

内容：コンテナへの貨物の搬入・搬出時のヒアリの付着・混入有無の確認

を徹底し、疑わしいアリがいる場合は殺虫し、環境省や地方自治体

に連絡すること等について注意喚起を実施（チラシ１万枚）。 

 

 東京港港湾関係者向け講習会の開催 

時期：11月 25 日 

対象：東京港の関係者（60名参加） 

内容：例年年明けに全国 7箇所で実施しているヒアリに関する講習会を前

倒しして実施。ヒアリの生態、確認時の対応や簡易同定の手法等に

ついて座学及び実習。 

 

 台場地域への周知 

時期：10 月 21 日 
内容：東京都や港区、東京臨海副都心まちづくり協議会と連携して約 70

カ所の住宅や大型商業施設、交通機関、公園等にチラシを掲示 
時期：10 月 24 日 
内容：台場児童館にて大臣より子供達へ注意喚起 

 
 プレス説明会 

時期：11 月 1 日 
場所：お台場レインボー公園（東京都港区台場一丁目 3 番 1 号） 
内容：青海ふ頭コンテナヤード周辺地域（2km メド）における調査手法の

説明、周知への協力呼びかけ 
 

 対象地域＋αの住民への注意喚起（予定含む） 

対象：港区、品川区、江東区の住民・勤労者 
時期：次年度のシーズン前に区報、掲示板等でお知らせ 
内容：庭、屋上等土のある場所の点検、ヒアリ相談ダイヤル又は各自治体

への連絡を依頼。 
＊その他 
港 区：12 月に全戸配布の広報に掲載 
江東区：2 月に教育関連施設等への研修会を開催予定 
品川区：HP、メール、SNS 等で注意喚起 



【機密性２】
※機密性は以下を参考に、適切に変更・表示し、以下の記述を削除してください。また、取扱制限等（例１：関係者限り、例２：公表までの間）については必要に応じて追加してください。
秘密文書相当、機微な個人情報を含む場合は【機密性３】／公開を前提としない場合は【機密性２】（公開前の案の段階なども含む）／公開可能な場合は【機密性１】東京港ヒアリ調査範囲図

①お台場ライナーふ頭及び隣接倉庫群
10/30終了

③港区関係敷地
11/1終了

②有明10号ふ頭の野積場等
11/14終了

⑦民間敷地
11/21終了

⑦埋立て造成地
11/28終了

⑧0～2号バース
11/10終了

⑧4号バース
11/20終了

⑪民間敷地
11/22終了

⑪火力発電所
11/14終了

⑨コンテナヤード
11/10終了

⑥野積場
11/18終了

中央防波堤

④民間敷地（商業施設、住宅）
11/19終了

⑩大井ふ頭
11/15終了 青海ふ頭

品川ふ頭

⑫コンテナヤード
11/22終了

①

②

④

④

⑫

⑤

⑥

⑩

⑪

⑪

⑨

⑦

⑦

⑦

⑤

⑧

⑤東京都関係
（公道、公園等）

11/19終了

⑧3号バース
11/28終了

⑦埋立て造成地
11/20終了





令和 2年度のヒアリ対策の概要 

 
【青海ふ頭及びその周辺における取組】 

１．青海ふ頭コンテナヤード内の調査等 

 4 月～7 月  月 2 回の薬剤（IGR 剤）の全面的散布及びモニタリングを継続 
               （8 月以降も状況に応じて継続） 
 7 月～    定期的な港湾調査を実施（夏・秋 2 回） 
 ※この間にヒアリが確認された場合は、緊急的に追加調査を実施 
 ※確認状況によっては、薬剤散布も追加的に実施 
 
２．青海ふ頭周辺（2km 目安）における調査 

 5 月～6 月  昨秋の緊急対応と同程度の調査を実施 
 7 月～8 月   施設管理者等に対して、注意喚起 

（必要に応じてトラップを配布し、調査への協力を依頼） 
9 月～10 月  専門家の意見等を踏まえつつ、調査を実施 

 ※上記のほか、大井ふ頭・品川ふ頭・中央防波堤等の調査を実施 
※東京都が実施する調査（都管理施設等）と時期を調整しながら実施 
※この間にヒアリが確認された場合は、緊急的に追加調査を実施 

 
３．関係事業者や周辺住民等への周知 

 3 月以降、改めて以下の対応を予定 
 ・関係自治体（港区、江東区、品川区等含む）の広報媒体、施設の掲示板等

での注意喚起を依頼（東京都等と調整） 
 ・港湾関係者向けの注意喚起を実施（関係機関と調整） 
・教育施設、医療施設等に留意事項を周知（文科省、厚労省、内閣府、消防庁） 

 
【全国の港湾、空港等における取組】 

１．調査及び防除の徹底 

○全国港湾での定期調査（夏・秋 2 回） 
 ○過年度ヒアリ確認地点でのフォローアップ調査 
 ○輸入事業者等への注意喚起、協力依頼文書の発出 
 ○空港等での調査 
 
２．正確な情報発信 

○ヒアリ相談ダイヤル 4 月 1 日からも引き続き毎日開設 
 ○HP、SNS 等による適時の情報提供 
 
３．その他 

 ○専門家と連携した防除技術（調査手法、薬剤等）の開発・向上 
 ○中国との連携・協議の継続、日中韓環境大臣会合（TEMM）や生物多様性

条約（CBD）の議論の場を活用した国際連携の継続・強化の検討 
 ○コンテナの点検・清浄化等、事業者による対策の促進を検討 
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今後のヒアリ対応の考え方 

 
【目的】 

○平成 29 年 6 月の国内でのヒアリ初確認以来の対策の経過を踏まえ、継続的な

ヒアリ対策の考え方を改めて整理する。特に、令和元年 10 月の東京港青海ふ

頭の事例も踏まえて、必要な検討を行う。 
○必要に応じて、『ヒアリの防除に関する基本的考え方 Ver.2.0』（以下、「基本

的考え方」という。）を改訂し、自治体等にも考え方を共有することとする。 
 
【現状認識】 

○東京港においては、昨秋、極めて定着リスクの高い状況が確認された。 
○確認地では徹底的な防除を実施し、令和元年 12 月 10 日以降新たな個体は見

つかっていない。また、周辺地域における生息状況の確認調査でも、個体は

見つかっていない。 
○来春以降も、確認地及び周辺地域への拡散・営巣の可能性を否定せず、引き続

き調査・防除を行う必要がある。 
○確認地点以外においても定着リスクの高い状況が発生することを想定し、実

現可能な対応策を検討しておく必要がある。 
 

【課題と対応の考え方】 

１．港湾におけるモニタリングの精度 

○平成29年度から継続的に全国港湾におけるモニタリング調査を実施してきた

が、東京港の事例では複数年度に渡り営巣していた可能性が示唆された。 
○港湾調査については、国土交通省を通じて協力を依頼しているが、荷役との調

整上、調査の時間やエリアが制限されることが多い。このため、粘着トラップ

による調査手法を用い、かつコンテナヤード等は周縁部の調査で対応するこ

ともあった。東京港青海ふ頭のコンテナヤードにおいても、これまで周縁部を

中心に調査を行っていた。 
○コンテナヤードはコンテナからのヒアリの散逸・営巣のリスクが高く、拡散源

となりうる状況が今回改めて示された。 
○粘着トラップによる調査手法については、効果が限定的との指摘がある。 
 
→港湾管理者等に対しては、ヒアリ定着の危険性について一層注意喚起すると

ともに調査の必要性について説明し、周縁部のみにとどまらない必要な場所

への立入りと調査時間の確保に努める。 
→コンテナヤードでは、粘着トラップではなく、目視・ベイトトラップを用いた

専門的な調査員による調査を基本とする。 
→中長期的には、危険度の評価に基づく優先順位付け、ヒアリ類を現場で踏査し

ながら区別できる人材の育成、地理情報を活用した戦略的・計画的な調査の体

制の構築が望まれる。 
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２．港湾の管理のあり方 

○コンテナヤード等の舗装の隙間・割れ目等の処理がヒアリ対策で重要だとの

指摘を受け、これまで国土交通省では緊急工事や通知発出等を実施。 
○港湾によってそれぞれの事情から対応状況は様々であり、十分な対応がなさ

れていない港湾では、ヒアリの営巣を許すリスクが高まる。 
○今回の東京港の事例から、舗装の割れ目等でも十分にヒアリの巣が発達しう

ることが明らかになった。 
○環境省によるモニタリングだけでは発見が遅れる可能性があり、迅速な対応

は困難である。 
 
→舗装の修繕や土だまり・雑草等の除去をさらに徹底することにより、アリ類の

生息を極力排除する環境作りが必要。 
→舗装面の維持管理等を継続的に実施することが困難である場合は、薬剤を継

続的に散布することによる環境の維持についても検討する。 
→リスクが高いことが明確な場所（特に中国からのコンテナが多い場所等）では

施設管理者によるより日常的な監視が求められる。 
 
 
３．「定着」の定義について 

○現行の基本的考え方では、「定着」とは「継続的に生存可能な子孫をつくるこ

とに成功する過程のこと」とし、「巣（アリ塚）の存在を指標」としている。 
○海外の定着地域の事例から、上記のような整理を行ってきたが、実際に今回東

京港で確認された巣は塚を作らずに発達を見せており、アリ塚の存在を指標

とすることは実態に即していない。 
○発達した巣が確認されたとしても、その巣を調べただけでは即座に「継続的に

生存可能な子孫をつくることに成功」と断定することは難しい。 
 
→今後、基本的考え方においては、「アリ塚の存在」は定着の判断材料としない。 
→周辺の調査の結果として拡散したと思われる次世代の巣が見つかるかどうか

（その数や内容）等も含め、総合的に判断することとする。 
 
 
４．拡散が疑われる場合の対応の考え方 

○「定着」ではなく「拡散」の疑いがあるかどうかの判断が、対応方針の決定に

あたり重要である。 
○基本的考え方においては、「定着が疑われる場合の対応」として確認地点から

5km 範囲、30m メッシュでの調査について記載しているが、青海ふ頭での対

応の事例を踏まえ、我が国の土地利用の実態や現状の人的資源、実用可能な技

術等を念頭に、実施可能な手法を検討する必要がある。 
 
→資料 3-2 
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拡散が疑われるケースへの対応 

 
１．従前の調査の考え方 

（１）周辺 2km 調査 

 ①調査実施の基準（参考資料 6 p.17-19） 
・侵入経路が確認できる（コンテナや荷物で発見）が対応までに一定時間を要した場合 
・侵入経路が確認できない場合（地面等で営巣が確認された場合等） 

 ②調査方法 
・万が一女王アリが飛翔した場合に定着するリスクの高い地点を選定 
・選定にあたっては、周辺住民等の安心につながるよう配慮 
・主に公園・緑地、公道沿い（植え込み）等を対象に専門の調査員が目視調査を実施 

 
（２）定着が疑われる場合の対応 

 ①調査実施の基準（参考資料 6 p.21-22） 
  ・野生下での定着（巣（アリ塚）の存在を指標とする）が確認された場合 
 ②調査方法 
  ・確認したヒアリの巣の周囲 4～6km の範囲に 30m 間隔で誘引力の高いベイトを置きヒ

アリの在不在を検出 
  ・ベイトを置く場所を 15m ずらしながら 2 年間の間に最低 2 回調査 
 
 

２．課題と考え方 

（１）調査実施の基準・優先度の明確化 

 ①コンテナ等が運ばれてきてから一定時間が経っている、或いは侵入経路が確認できない

ことのみを理由に、即座に周辺 2km の調査を実施することは、真に必要な調査か 
  →女王を含むコロニーが地面で見つかった場合等は、既に過去のシーズンにも新女王が

拡散したリスクを考え、周辺 2km 調査を実施する必要がある。 
→例えば、コンテナ内で働きアリだけの集団が見つかった場合は、一定の時間が経って

いれば周囲に女王アリが逃げ出した可能性を否定せず、コンテナヤード内等物理的に

一帯のエリアの調査は必要と考えられる。 
→一方で、女王を含むコロニーが周囲で確認されなければ、その時点の周辺 2km 調査で

は新たなコロニーが捕捉される可能性は極めて低く、発見の状況（推定されるコロニ

ーの規模・構成等）に応じて翌シーズン以降の調査をより重視することが妥当と考え

られる。 
→同様に、コンテナの外の地面に集団が見つかり、侵入経路が確認できない場合でも、女

王を含むコロニーが周囲で確認されなければ、その時点での周辺 2km 調査の必要性は

低いと考えられる。 
※ 女王が直接確認されない場合でも、卵、幼虫、蛹の確認状況によっては女王の存在を

推定されることがある。 
 

 ②「野生下での定着」を明確に定義することは難しく、少なくとも発見の段階で判断する

ことは難しい 
  →「野生下での定着」ではなく、「拡散」が疑われる場合、具体的には女王を含むコロニ

ーが確認された、またはその存在が推定される場合は周辺調査の実施を検討する。 

資料３－２ 
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  →巣の構成（女王アリの数、働きアリの数、幼虫サイズ等）によりリスクの高さは変わ

り、調査の程度は事案毎に判断する。 
→例えば多数の女王を含むコロニー（アリ塚とは限らない）が地面等で見つかった場合

には、当該シーズンか過去シーズンに既に新女王が飛翔した可能性が相対的に高いこと

から、周辺調査の必要性が高まる。 
 
（２）効率的な調査手法の確立 

①土地利用が稠密なエリアで調査を行う場合の調整コストの増大 
→青海ふ頭の確認事例のように、女王アリが拡散した可能性が高い場合、従前に比べて

調査範囲や対象等を拡張する必要がある。 
  →関係者間の調整、民間施設への立ち入り等に係る調整には相応の労力・時間を要し、

優先度付け等を含む調査手法でないと、現行の制度・体制下では実現不可能、あるい

はかえって高リスク箇所の調査不足につながる可能性がある。 
 
 ②調査に対応できる専門的な調査員の不足 

→確実な検出を行うため、専門的な調査員による餌置き＋目視による調査手法を採用す

る必要がある。 
→一方、相応の能力を要する調査員は限られ、1 回の調査に投入できる人工には制約があ

る。 
  
 
 
３．対応案 

（１）調査実施の基準・優先度について 

 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京港での調査人工：149 人日 

コンテナ等が運ばれてきてすぐに対処した場合 

周辺調査あり 

・ワーカーの数 

・女王の数 

・幼虫のサイズ 

に応じて、集団や巣の成熟度を計

り、拡散リスクを想定、調査範囲、

調査対象を検討 

周辺調査なし 

侵入経路が確認できる場合（例：コンテナやコンテナで運ばれてきた荷物で発見された場合） 

コンテナ等が運ばれてきてから一定程度時間が経っている場合 

周囲調査 
侵入経路が確認できない場合（例：地面等で発見された場合等） 

翌シーズン以降に周辺調査 

コロニーなし 
コロニー発見 

周囲調査 

女王を含むコロニーが確認 

ワーカーのみの集団等 
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（２）調査の設計の考え方について 
  青海ふ頭における確認事例を踏まえて、以下の考え方で調査を実施することとしたい。 
①発見場所周囲（コンテナヤード等の物理的な空間を単位とする）については、専門家による

目視調査、ベイトトラップ調査を高密度に実施 
②半径 2km 目安にベイトトラップ調査を実施（公道や施設外構を中心に実施し、高リスク箇所

は重点的に調査） 
③2km～5km の範囲については、②に準じて高リスク箇所の調査を検討するとともに、土地や

施設の管理者（特に公的機関）や住民等に注意喚起し、通報を呼びかけ 
 
 
＜参考事例：ニュージーランド・フィリナキにおける対処事例＞  

 【周辺モニタリング】 
・殺虫処理後、50m 圏内で誘引剤モニタリング（4 餌/100 ㎡区/月）、200m 圏内ではピットフ

ォールトラップによるモニタリング（1 個/10 ㎡区/2 週間）を実施した。 
・1 年経過後、巣発見地点周辺でピットフォールトラップによる調査を春と秋の年 2 回、2 年

（2007 年～2008 年）継続して実施した。 
 
【広域モニタリング】 
・モニタリングを 0-5km 圏内で行い、2006 年～2009 年までの間実施した。 
・0-1km にかけては全エリアで実施し、1-2km 範囲についてはリスクの高いエリアを選定して

調査した。 
・2-5km 範囲については、ヒアリ発見時より 3 年さかのぼり、巣発見地点の敷地に出入りした

リスク品の追跡調査を行い、140 か所を高リスク地点とした（例：トラックの休憩所、キャ

ンプ場、種苗園等）。 
・モニタリング 1 回当たりの誘引剤設置個数は 220,000 個を使用した。 
・2km 範囲で立ち入りができなかったエリア（322.43 ha）については、薬剤散布を 6 回（3 年

×2 回）実施した。 
・また、2006 年 6 月 23 日～2009 年 4 月 22 日までの間、発見地点から 2 ㎞範囲を物品移動制

限区域に指定し、許可なしでのリスク品（例：土や牧草等）の移動を禁止した。 
 



モニタリング駆除

50m

200m

液剤
フィプロニル
10mライン散布
数日後,巣に注入

顆粒剤
MaxForce
2kg/ha

顆粒剤
MaxForce

ヒアリ好適地

1km 2km 5km

誘引剤調査
糖×2＋蛋白×2
/10×10m /月

10m ピットフォール
トラップ
1個/10㎡ /2週

●高リスクエリア
/誘引剤調査
/駆除後1回

●貨物追跡により
高リスクと判定された地点
/誘引剤調査
/駆除後1回

立入不可地域

●0-1km全エリア
/誘引剤調査
/駆除後1回

●立入制限地域全域
・薬剤空中散布
・年2回（3年間継続実施）

ピットフォール
トラップ
1個/10㎡ /春・秋
（2007～2008年）

2006年（発見年）

2007年以降

●高リスクエリア
/誘引剤調査
/夏1回（2007～2009年）

●貨物追跡により
高リスクと判定された地点
/誘引剤調査
/夏1回（2007～2009年）

●0-1km全エリア
/誘引剤調査
/夏1回（2007～2009年）

ニュージーランド フィリナキにおけるヒアリ駆除とモニタリングの事例

かかった費用等（当時のレート）
860,000,000NZ$
(5億2,000万円)

ベイト数：220,000個/回

資料３－２別添

●薬剤
・メソプレン
・ピリプロキシフェン
・顆粒剤MaxForce


